
 7款 労働費 1項 労政費

目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

1 労政総務費 (本年度) (国庫支出金) 2給料 2,827,887 5,692,179  1  給与費
5,698,155 521,735

3職員手当等 1,877,054

         623人

(前年度) (一般財源)

4共済費 987,238

5,976  2  労政諸費
5,877,809 5,176,420

8報償費 80

(比 較)

11需用費 5,117

△179,654

14使用料及び 779
賃借料

2 労政福祉費

(本年度) (国庫支出金)

1報酬 798 893  1  労働審議会費21,131 456

7賃金 204

1,225  2  労政福祉推進費(前年度) (諸収入)

8報償費 4,584

456  3  労働関係等調査費
25,037 200

9旅費 136

3,085  4  労働教育事業推進費

(比 較) (一般財源)

11需用費 3,761

6,123  5  両立支援事業費

△3,906 20,475

12役務費 579

1,257  6  労働安全衛生対策費

13委託料 2,727

3,152
  7  労働者生活資金貸付事業費補助

14
使用料及び

250

2,100  8  労働福祉事業助成費

賃借料

2,840  9  労働団体社会事業補助金

19
負担金、補

8,092助及び交付
金

3
労働センタ

(本年度) (使用料及び

1報酬 57 3,162  1  労働センター維持運営費
ー費

118,028 手数料)

8報償費 10,973 97,850
  2  かながわ労働プラザ維持運営費(前年度) 17,260

11需用費 50,225

11,897  3  労働相談等事業費

120,366 (財産収入)

12役務費 14,917

5,119  4  労働講座開催費

(比 較) 1,621

△2,338 (諸収入)

6,918

(一般財源)

92,229

 7款 労働費 1項 労政費
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目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

13委託料 40,264

14
使用料及び

1,592
賃借料

労政費計

(本年度) (国庫支出金)

5,837,314 522,191

(前年度) (使用料及び

6,023,212 手数料)

(比 較) 17,260

△185,898 (財産収入)

1,621

(諸収入)

7,118

(一般財源)

5,289,124

 7款 労働費 2項 職業訓練費

目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

1
産業人材育 (本年度) (国庫支出金) 1報酬 26,318 724  1  職業能力開発審議会費
成費

196,159 93,108

4共済費 4,101

1,294  2  職業訓練指導費
(前年度) (使用料及び

7賃金 930

503  3  職業訓練指導員免許事業費207,777 手数料)

8報償費 7,668

31,740
  4  職業訓練生募集及び就職対策費(比 較) 1,676

9旅費 1,329

1,048
  5  職業訓練生福利厚生事業費

△11,618 (諸収入)

11需用費 11,527

9,503  6  職業能力開発推進事業費

9,505

12役務費 4,488

40,325  7  事業内訓練援助事業費

(一般財源)

13委託料 8,787

63,554  8  技能向上対策事業費

91,870

14
使用料及び

1,266

13,468  9  技能尊重対策事業費

賃借料

 10  視覚障害者技能習得援助事業費

19
負担金、補

129,745

23,035補助

助及び交付

10,965
 11  産業技術人材育成事業費

金

2
職業技術校

(本年度) (国庫支出金)

1報酬 79,253 89,276  1  職業技術校維持運営費費 6,981,930 2,582,861

1,310,735  2  普通職業訓練事業費

 7款 労働費 1項 労政費 2項 職業訓練費
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目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

4共済費 10,159(前年度) (県債)

7賃金 4,940

231,452
  3  障害者職業能力開発事業費

2,706,941 3,406,000

8報償費 116,216

184,766  4  職業訓練手当支給費(比 較) (使用料及び

9旅費 7,999

29,663  5  人材育成支援事業費
4,274,989 手数料)

11需用費 209,586

40,775  6  職業技術校機械整備費

45,619

12役務費 48,878

4,367
  7  職業訓練指導員研修事業費

(財産収入)

13委託料 1,272,515

4,699,000
  8  西部総合職業技術校新築工事費

12,021

14
使用料及び

55,085

391,896
  9  西部総合職業技術校初度調弁費

(諸収入)

賃借料

11,884

15工事請負費 4,658,233

(一般財源)

16原材料費 100

923,545

18備品購入費 329,841

19
負担金、補

189,125助及び交付
金

3
産業技術短

(本年度) (国庫支出金)

8報償費 34,703 41,608  1  維持運営費
期大学校費

185,699 114,909

9旅費 1,100

10,041  2  教務運営費(前年度) (使用料及び

11需用費 83,603

104,270  3  高度職業訓練事業費
187,131 手数料)

12役務費 23,278

29,780  4  機械整備費

(比 較) 168,003

13委託料 11,889

△1,432 (諸収入)

14
使用料及び

30,153

9,165

賃借料

(一般財源)

18備品購入費 840

△106,378

19
負担金、補

133助及び交付
金

 7款 労働費 2項 職業訓練費
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目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

職業訓練費 (本年度) (国庫支出金)
計

7,363,788 2,790,878

(前年度) (県債)

3,101,849 3,406,000

(比 較) (使用料及び

4,261,939 手数料)

215,298

(財産収入)

12,021

(諸収入)

30,554

(一般財源)

909,037

 7款 労働費 3項 雇用対策費

目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

1
雇用対策事 (本年度) (財産収入) 1報酬 547,526 77,609  1  中高年齢者雇用対策費
業費

8,320,863 30,773

4共済費 106,197 25,730
  2  高年齢者労働能力活用事業費

(前年度) (繰入金)

7賃金 6,933

64,692  3  障害者雇用対策費
18,278,230 7,837,699

8報償費 4,769

1,431
  4  障害者就労相談センター運営費

(比 較) (諸収入)

9旅費 6,028

8,775  5  障害者就労促進事業費

△9,957,367 97,575

11需用費 17,453

90,295  6  若年者雇用対策費

(一般財源)

12役務費 6,765

15,453
  7  駐留軍関係離職者雇用対策費

354,816

13委託料 4,015,040

28,464  8  寿町勤労者雇用対策費

14
使用料及び

37,792

131,225  9  日雇労働者福祉対策費

賃借料

593 10  雇用推進対策費

15工事請負費 1,600

 11  ふるさと雇用再生特別基金事業

18備品購入費 180

113,894費

19
負担金、補

3,539,839

 12  ふるさと雇用再生特別基金市町

助及び交付

143,682村補助金

金

 13  ふるさと雇用再生特別基金積立
386金

 14  緊急雇用創出事業臨時特例基金
4,413,279事業費

 15  緊急雇用創出事業臨時特例基金
3,175,000市町村補助金

 7款 労働費 2項 職業訓練費 3項 雇用対策費

(123)



目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

25積立金 30,741  16  緊急雇用創出事業臨時特例基金
30,355積立金

 7款 労働費 4項 労働委員会費

目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

1 委員会費 (本年度) (一般財源) 1報酬 57,271 55,671  1  委員報酬
60,900 60,900

9旅費 3,419

委員 21人

(前年度)

10交際費 210

1,600  2  あつせん員報酬
60,900

3,629  3  委員会運営費(比 較)

0

2 事務局費

(本年度) (一般財源)

2給料 96,497 201,571  1  給与費210,567 210,567

3職員手当等 69,762

         20人(前年度)

4共済費 35,312

8,996  2  事務局運営費214,284

8報償費 125

(比 較)

9旅費 850

△3,717

11需用費 3,048

12役務費 4,780

14
使用料及び

140
賃借料

19
負担金、補

53助及び交付
金

労働委員会
(本年度) (一般財源)

費計
271,467 271,467

(前年度)

275,184

(比 較)

△3,717

(財産収入)

  1  神奈川県労働教育福祉センター42,189
9,533等土地貸付収入(一般財源)

  2  公共職業安定所土地建物貸付収△42,189

32,656入

 7款 労働費 3項 雇用対策費 4項 労働委員会費

(124)




